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連合総研は、経済のグローバル化等を背景とした産業構造の変化や、雇用形態の多様化の急速

な進展といった環境変化に対して、労働組合が労使コミュニケーションをどのように深めようと

しているのかという現状を把握するとともに、労働者参加のあるべき姿を模索することを目的に、

2006 年 1 月に「日本における労働者参加の現状と展望に関する研究委員会」を設置した。 

本研究委員会では、労働者参加の現状を明らかにするためのアンケート調査、欧州における労

働者参加諸制度の分析等を行うとともに、労働者参加の充実・強化に向けた議論を行った。 

本報告書は、こうした研究成果を踏まえ、第１部では、日本において労働者参加をいかに再構

築するか、その道筋を提示し、第２部では、欧州各国の労働者参加の諸制度を紹介するとともに、

日本への示唆を提示した。また、第３部では、労働者参加に関する労働組合の先進的な取り組み

を紹介した。 

そして、これらの課題提起・示唆を受けて、研究委員会として、労使コミュニケーションの第

一線にある労使関係の実務家に対して、労使コミュニケーションの再構築に向けての「提言」を

とりまとめている。本書の核ともいえるこの提言では、3 つのコミュニケーション、すなわち、

①労使コミュニケーション、②組合役員と組合員間の労労コミュニケーション、③組合役員と非

組合員間の労労コミュニケーションの重要性を説いている。 
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